大阪府廃棄物処理施設等の設置に係る生活環境影響評価委員会議事概要
１　日　　時：平成23年１月13日（木）午後３時から午後４時40分
　　場　　所：大阪府公害審査会室
２　出席委員：井伊委員、石川委員、花嶋委員、早川委員、溝畑委員（50音順）
３　議　　題：

（１）　大栄環境株式会社による産業廃棄物処理施設（管理型最終処分場）の変更に係る生活環境影響調査書（案）について

（２）　その他
４　議事概要

（１）　大栄環境株式会社による産業廃棄物処理施設（管理型最終処分場）の変更に係る生活環境影響調査書（案）について

　　・　実施計画書（案）に対する委員会の意見に対する事業者の回答について、資料１を用いて、事業者（大栄環境株式会社）が説明を行った。

○質疑概要

井伊委員：放流水の監視について、pHのほか、EC（電気伝導率）や水温も測定が簡易であるので、日常管理として測定してはどうか。また、異常が確認された場合に、どのように対処するか、マニュアル化してほしい。

事業者　：月１回測定する項目に異常が予測される場合には、放流を止め、循環するようにしている。異常があれば、年１回の測定としている排水基準項目についても、臨時に確認する。

溝畑会長：飛散防止のための覆土には、どのような土砂を使用するか。

事業者　：場内を造成した際に発生する切土を、場内の自社管理地で保管しており、それを覆土に使用する。場外からは持ち込まない。

石川委員：浸出水処理設備の規模が、大幅に増大している。本事業以外に新たな処分場を計画していることはないか。

　　　　　また、集排水管へのカルシウムスケールの付着が問題になっている事例が多くあるので意見を述べたが、カメラによる監視と高圧洗浄水による清掃をされるということであり、問題ない。

事業者　：新たな処分場を計画しているものではない。

　　・　調査書（案）について、資料１、２及びパワーポイントを用いて、事業者（大栄環境株式会社）が説明を行った。
　　・　事務局より、事前に聴取した中野委員の御意見を紹介した。
（事業者に対するアドバイスとして）
水質及び汚染土壌について

　　拡張に伴う汚染土壌受入増加分について、拡張前後の水質の変化を正確に予測することが難しい面もあるので、排出者側（入口）での法的基準の満足と放流水（出口）の基準の満足によって常に説明できるようにしておく必要がある。

　　万一、放流水の基準に問題が生じた場合は直ちに対応してほしい。

○質疑概要

溝畑会長：中野委員の御意見について、事業者としてどのように考えているか。

事業者　：汚染土壌の受入に際しては、契約前に受入基準に合致しているか確認する。また、浸出水の処理については、日常管理で、年１回と言わず測定していく。

溝畑会長：先ほど井伊委員からも御質問があったが、年１回のチェックで異常があるかどうか確認できるか。

事業者　：日常管理について補足すると、水質監視槽でT-P、T-Nを、ろ過水槽の前でCODについて測定器で常時監視し、異常があれば放流を止めて槽内で循環する。

重金属類については、法に基づき年１回測定を行う旨を記載しているが、実際には年１回より多く測定している。

井伊委員：このラインにEC計を設置するのは、費用的にも問題無いと思う。法的には年１回の測定でいいということか。

石川委員：活性炭処理も行っており、水処理としてはかなり厳しく行っている。

　　　　　流量について気になった点がある。予測において270m3/日や80m3/日という数字があったが、その関係が理解できない。270m3/日で予測するとかなり影響が大きくなるので、80m3/日で予測したということか。
事業者　：まず、270m3/日の内訳は、資料２のp.5-5-14で示すとおりである。予測においては、最大の放流量増分として見込んだ270m3/日を用いて算定しているが、実際に放流する量は、より少ない量であるため、参考として、平均的な放流量を想定した80m3/日でも一部算定している。
井伊委員：浸出水処理設備が適切に機能していればよいが、心配なのは機能していると思っていながら、不具合が分からなかった場合。活性炭は定期的に交換すると思うが、常時監視しているT-PやT-Nで異常が出ても、活性炭の異常は分からないのではないか。

事業者　：活性炭処理については、出口と入口の両方でCODを連続測定して確認している。

井伊委員：問題はメンテナンスが適切にできているかどうか。
事業者　：連続測定している測定値が問題無いかどうかについては、定期的に校正することで対応する。

溝畑会長：放流水が河川の底質に与える影響について、確認しなくてよいか。

事務局　：廃棄物処理法では、維持管理として事業者にそこまで求めておらず、放流水の管理のみである。
溝畑会長：水質と直接関わらない事例であるが、昔、放射性のコバルトなどが、排出時には基準を満足しているにも関わらず、長期間にわたって粘土鉱物により吸着されて蓄積されることにより、底質が高濃度になったことがある。安全サイドで考えて、底質をサンプリングして測定することも検討してはどうか。

早川委員：騒音について、p.5-2-16で、将来、敷地境界付近等に住居等の保全対象施設が立地する場合には、必要な対策を講ずることにより規制基準を遵守するとしている。具体的にはどのような対策を考えているか。

事業者　：防音壁などの対策があげられる。

早川委員：具体的に記載しておくこと。

　　　　　また、振動の予測について、距離減衰式の内部減衰係数αは、粘土に対する係数である0.01を適用しているが、地盤図などで粘性土であることを確認してほしい。
事業者　：地盤について確認は行うが、予測については、安全側の予測となるよう、係数を設定した。

早川委員：その旨を記載しておくこと。

事務局　：底質に係る御意見について確認したい。放流口近傍の底質を、できればモニタリングを行うべきということか。

事業者　：例えば、放流水の水質が、定量下限値未満であるような場合は不要と考えてよいか。

溝畑会長：定量下限値未満でもゼロとは言い切れず、底質に吸着する可能性がある。将来問題になった場合に、放流水の出口で測っても問題無いが、底質を測ったら高濃度で検出される可能性がある。

井伊委員：放流水については、法律上年に1回でいいとのことだが、トラブルがあっても気付かない場合が問題である。pHやECやORPなどを測定し、総合的に監視しておくのがよいと思う。

事務局　：放流水についてはそれでよいと思うが、底質については、項目や頻度についてはどう考えればよいか。とりあえず、事業開始前に1度、底質を測定してはどうか、という御意見と考えてよいか。

石川委員：河川の底質の測定まで事業者に求めるのは酷ではないか。

井伊委員：１度測定しておけば、将来何かあった時に使うことができる。
それから特に申し上げたいのは、処理水に関しては、より細かく、しかし簡単にできる方法として、pH、EC、水温、ORP等をモニターして、変化あった時に確認してもらう。

溝畑会長：底質のサンプルを採取して保存しておくだけでもよい。何かあった時に確認できる。
早川委員：資料２の騒音、振動の予測について、資料p.5-2-12（表5-2-8）、p.5-3-7（表5-3-6）で予測手法として「伝搬理論式」とだけ記載されている。後段には、具体的な予測手法が記載されており、分かりやすくするため、各表にも具体的に記載すること。

溝畑会長：他に御意見が無ければ、本日の委員会の場でいただいた御意見を確認したい。事務局から報告してください。

事務局　：本日いただいた御意見を確認する。

○　拡張に伴い汚染土壌受入が増加することから、排出者側（入口）での法的基準の満足と放流水（出口）の基準の満足によって常に説明できるようにしておくこと。

○　浸出水処理設備の維持管理体制を確立すること。

・　浸出水処理設備による処理の状況を、電気伝導率、水温、ORP等を測定することで日常的に監視すること。

・　異常が生じた場合の対応をマニュアル化すること。

○　河川の底質について、予めサンプリングするなどの対応を検討すること。
○　以下の記載内容を適切に修正すること。

　・　騒音について、将来、敷地境界付近等に住居等の保全対象施設が立地する場合に講ずる騒音対策を具体的に記載すること。

・　振動の予測について、安全側で予測するために距離減衰式の内部減衰係数αを、粘土に対する係数である0.01を適用した旨、記載すること。

・　騒音、振動の予測について、予測手法として「伝搬理論式」とだけ記載されているが、具体的な予測手法を記載すること。
溝畑会長：ただいま事務局から報告された内容でよろしいか。

委員　　：（了）

溝畑会長：本日の委員会の御意見は、事務局から報告のあった内容とする。なお、後日意見の追加があれば、事務局に御連絡いただき、私の方でとりまとめたうえで、大阪府に委員会の意見として回答したいと思うが、一任いただけるか。

委員　　：（了）

溝畑会長：それでは、議題１については審議を終了する。

３　その他
　　その他の議題については特になし。
以上
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